


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































経済計画・年次 建設業製造業 商業 平均
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表３，７より算出した。
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づけが示されているはずである。その位置づけというのは，生産所得が賃
金プラス利潤一利潤から利子・地代・税負担は除かれる－だから，そ
の平均に対する相対関係が示されるわけである。
表12によると，(1)農林水産業は初期の計画期からすでに１を下回ってお
り，しかも転換点では０．５をも下回り，８０年代に入ると一層低下してきて
いる。ということは，なにを意味するか。前述のように60年代後半から農
業部門などの過剰労働力が大量に流出したわけだからその限りで就業者１
人当りの生産所得水準は上昇したはずなのに，相対的地位が低下したとい
うことは，相対的な価格関係と労働や資本の生産性の低下を意味するだろ
う。因糸に，これらのうち，家族経営の小農であれば，その生産所得には
理論上利潤が含まれない場合が多いから，賃金相当部分が相対的に低下し
てきている，と考えてよい。(2)これに対し建設業と商業もまた，初期には
電力・ガス・水道業などともに相対的地位が高かったのが，工業化ととも
にしだいに低下してきている。とくに建設業は転換点以後１を下回ってい
るが，労働力構成の女性化などとともに賃金の相対的地位が事実上最低に
落ち込むほど低下してきており，生産性の相対的低下や企業間競争などに
よって相対的な価格関係がより不利になり，利潤さえ十分に確保できない
ような状態に陥っているに違いない。これに対し商業の方は賃金の相対的
地位が近年高まりつつある反面，建設業ほどではないにしても生産性の停
滞や相対的価格関係の低下によって利潤の形成が不十分になってきている
のではないだろうか。
これらに対し，(3)ある意味で逆なのが鉱業・採石業である。転換点とそ
の直前で生産所得の地位はやや低下したが，その後かなり顕著に回復しつ
つある。とくに80年代に入ると，ひきつづき就業の伸びが停滞するなかで
賃金上昇が鈍化しているのに対し生産所得の地位が高まっているのは，合
理化などによる生産性の向上や独占などによる相対的価格関係の上昇によ
って利潤が拡大したからに違いない。(4)しかし，目を見張るほど生産所得
の地位が上昇しつつあるのが，電力・ガス・水道業である。初期計画の段
台湾の経済発展と労働経済のダイナミックス２３９
階から平均を２倍以上も上回っていたが，転換点では５倍以上に急上昇し，
あとは上昇テンポが鈍ったとはいえ，８６～88年には７倍にも達している。
この分野でいかに賃金上昇が顕著だったかはすでにふたが，それでも製造
業の賃金水準を２倍とは上回らなかったのに対し，生産所得は６倍以上に
上昇してきている。これは，合理化効果も大きいのだろうが，自然独占や
公企業としての独占的な価格形成にもとづくのだろう。こうした社会資本
の充実は前述のように経済計画や重点建設のなかで繰り返し強調されてき
たが，それにもかかわらず先進国などに比べてきわめて顛倒的な状況を示
しているのは，相変わらず供給力不足なのか，独占的支配力による，と老
ざるをえない。
それに比べれば，(5)金融などのサービス業では初期の相対的優位が逆に
徐々に失われつつある。ただし，ここでは金融・保険業と公務や修理業な
どのサービス業が分離できないが，８６～88年のいちじるしい地位の低下は，
金融・保険業の賃金水準は高い反面で，おそらく公務員以外のサービス業
の賃金水準が相対的に低下したからかも知れない。いずれにせよ，この分
野では全体とすれば上述のような独占的利潤を享受している，とみること
はできない。というのは，すでに繰り返し指摘してきたように先進国の金
融などのサービス業の影響も大きく，現に多数の多国籍金融機関が進出し
てきており，それらとの競争が避けられないからだろう。それに対し，（６）
運輸・通信業は平均を多少前後しながら，ならしてゑて平均を多少上回る
安定的地位を持続している。それに対し賃金水準の方は74年以降ある程度
低下してきているので，逆に利潤は拡大しつつあるに違いない。
以上に比べ，(7)製造業の生産所得は平均並みからスタートを切り，転換
点では１．３に達するまで上昇したが，その後はいずれかといえば低下傾向
を辿っており，８６～88年には平均を10％だけ上回る地位にある。こうした
現象をいかに理解するか。転換点に達するまでは，転換点以降に比べてよ
りマイルドな賃金上昇がふられたのに対し，生産所得の地位がかなり向上
したのは,利潤の拡大を意味する。この過程は,前述のとおり輸入代替主導
240 
の工業化から輸出主導の工業化に転じると同時に，重化学工業化がかなり
進むプロセスだったが，それに応じて賃金上昇より以上の利潤の増大がみ
られたのだろう。転換点では実質賃金で10％以上の賃金急上昇が承られた
のにもかかわらず生産所得の地位が高まったのは，生産性上昇や価格関係
の向上で賃金急上昇と同時に利潤も増加したのではないかとみられる。し
かし,その後,賃金水準の地位は高まっているのに生産所得の地位が低下し
てきているのは，生産性の停滞や価格関係の悪化などによって利潤が縮小
しつつあることを示唆している。これもまた'１脱工業化"の反映なのだろう。
それにもかかわらず，製造業の生産所得は最近でも全産業のなかで最大
のシェアを占めており，そこで賃金上昇の反面，利潤の確保が相対的に縮
小しつつあることは，全体の経済発展にもマイナスの影響を与えることに
なるだろう。すでに指摘されているように，こうした工業化の行き詰まり
を打開しないことには，ますます金融国家に傾斜していかざるをえないの
である。いずれにせよ，転換点後，農林水産業と建設業と，逆の意味で電
力・ガス・水道業と鉱業・採石業は平均との格差が拡大しつつあるが，そ
れ以外の産業は製造業を始めとして平均との格差が縮小しつつある。しか
し，全体として産業間で格差が拡大していることの方がより重要である。
ということは，一方では就業者１人当りの賃金は多かれ少なかれ上昇して
いるわけだから，他方で転換点前よりも利潤の相対的縮小が承られると同
時に，利潤形成などの産業間格差が拡大してきていることを示すのである。
Ⅳ総括＝＝経済発展と労働経済のダイナミックス
経済発展建設計画の展開
この論文では，始めにまず優れた先行研究の成果にもとづいて，1986年
以後の台湾の政治経済体制がいかに大きな変革期を迎えているかについて
考察した。それは，一口でいえばとくに政治体制上の開発独裁が解体し始
めている事実を示している。開発独裁の「権威主義体制」の根底を支えて
きた労働政策の改革のスタートが，もっとも端的にそのことを表わしてい
台湾の経済発展と労働経済のダイナミヅクス２４１
る。つづいて本稿では，政治上の国民党一党独裁のもとで展開された経済
建設計画に注目した。というのは，のちの実証分析の時期区分の指標とし
ても必要だったが，独裁体制下の経済開発の意思もふておきたかったから
である。
その経済建設計画は，９次に渡る展開のちょうど中間の第５次計画まで，
実効性のある「経済政策の手段」だったが，それ以降は「中期的経済見通
し」か「軽い指針」に変身している。だが，これによって政府の経済開発
政策が終ったわけでは決してない。奇しくも転換点通過後から，前述のよ
うな重点建設に転換している。いわば総論的な経済政策から各論的な産
業．社会政策への転換といってよい。それにともなって経済建設計画は，
ますます抽象的になると同時に体系的な国家意思を表現するように変化し
たともふることができるだろう。
このような重要な転換を合とZ八つつ，開発独裁国家の意思は，まず(1)産業
ベースでは，軽工業から重化学工業へと輸入代替戦略が展開されたのと雁
行して，輸出戦略も一段と強化され，さらに高付加価値工業化へと推移し
てきている。(2)それと並行して，外資・技術導入が追求されると同時に，
物財の貿易バランスを追求することを始めとした｢中進国としての自立化」
の目標をも掲げている。(3)それはかなり矛盾した開発目標の設定だったが，
ちょうど転換点に差しかかった段階から研究開発と技術開発にもとづく工
業化，そのための労働力の質的向上や社会資本の充実を追求せざるをえな
くなっている。(4)この間に台湾に特有の「民生主義」思想がそれとなく表
現されている点も見逃せない。開発独裁国家の経済体制を重視した政府企
業の強化は伏せられているが，就業・雇用機会の増大，物価安定，「公正
な社会建設」によるニュータウン建設や社会保険・福祉の充実，さらに経
済の「自由化・民主化」まで強調されている。しかし，政治上の「権威主
義体制」のもとでの経済自由化・民主化を強調しても，それは矛盾せざる
をえない。こうした開発独裁体制のディレンマは，８０年代に入って深刻に
ならざるをえず，それへの経済計画としての対応がさきの「公正な社会建
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設」という目標だったのである。(5)それと同時に，すでに触れた高付加価
値型工業化も追求することになったが，こうした経済建設計画と重点建設
計画を通してみて，それが農業なども含めた生産主義に貫かれていること
も指摘しておかなければならない。８０年代に入ると，前述のような第三次
産業化やサービス経済化が顕著に進んだわけだが，こうした領域は「自
由化・民主化」に委せられたとしても，それと国有銀行などの支配が残さ
れていることとは明らかに矛盾している。
国民所得と労働経済のダイナミックス
ここまでは先行した研究成果にもとづいて経済建設計画の展開などを中
心に概観したが，それにもとづいてこの論文では国民所得と労働経済など
の統計分析を試ふた。
まず国民所得統計の分析によれば，(1)経済建設計画にもとづく工業化戦
略が実効を発揮し始めてから鹸近まで，実質10％近くの経済成長をつづけ
ており，転換点の70年前後の第５次計画期には12％にも達したが，それを
主導したのは需要面から承ると，第一次石油ショック頃までは固定資本の
増加であり，その後，とくに近年は国内総生産のなんと50％以上にも達す
るようになった輸出成長であった。ただし，固定資本のシェア拡大は第１
次石油ショック後縮小に反転したが，その後は輸入代替効果の発現によっ
て輸出超過が国内総生産の10％以上にも拡大し，それがまた実質成長を主
導する要因となったのである。(2)こうした過程を生産面からふると，転換
点以後，それまで最大だった農林水産業に代って製造業の生産所得シェア
が最大となり，明確に工業国の風貌を備えることになった。しかしその
後は製造業シェアの拡大テンポは鈍り,代って金融などのサービス業,やや
遅れて商業などのシェアが増大してきている。(3)これを分配面から見直す
と，なんといっても雇用労働者の所得シェアが50％を超えるほど，ほぼ一
貫して拡大していることが目に付く。というのは，４０％以下から70％近く
まで,就業者中の雇用比率が向上するとといこ,雇用労働者１人当りの所得
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水準が上昇した効果を示している。またこのことが，転換点まで急激に相
対的シェアを縮小してきた最終民間消費の縮小テンポを鈍らせ，前述のよ
うに相対的に縮小に転じた固定資本の動向をある程度カバーしたのである。
このように経済成長を支え，またそれに規定もされた労働経済のダイナ
ミックスのなかで，なによりも問題になるのは転換点の検出である。ここ
での手法は，製造業の就業増大に対する製造業の実質賃金の上昇を中心と
する’１制度学派〃的分析方法だが，７０年前後の第５次計画期に，かなり大
幅な実質賃金の上昇なしには就業を拡大できないような転換点が見出され
る，という結論をえた。もっとも，観察期間中，一貫して実質賃金が上昇
しており，もし実質賃金がまったく上昇しない領域から上昇に転じるポイ
ントを検出しようとすれば，財政金融政策によって経済成長をコントロー
ルするような現代資本主義が形成される以前の時期について検証してみな
ければならないのかも知れない。
この結論の傍証はいくつも挙げられる。(1)前述のように需給両要因によ
る労働力率の低下から上昇への反転，(2)失業率の４％から１％台への急落，
(3)求人倍率の１倍以上への上昇，(4)実質賃金上昇の加速化，(5)農家過剰労
働力の大量の脱農化と製造業などの雇用拡大。さらに，労働経済そのもの
の要因ではないが，労働争議の急増。これらの要因は，それぞれ独自な面
を持ちながらも相互に関連しており，それを主導したのは前述のような輸
出志向型成長による急激な工業化にもとづく雇用労働者に対する需要拡大
だとみてよい。それにつづいて，産業別に就業構造や賃金構造などの変化
も考察したが，そこにも上述の傍証が検出されると同時に，８０年代のⅢ脱
工業化〃を示唆する新しい転換の証し屯見出される。
就業者ペースでふると，農林水産業の首座が製造業に移転したのは第１
次石油ショック後のことだった。しかし，首位を占めると同時に製造業の
シェア拡大は鈍り，商業を始めとした金融などのサービス業のシェアが増
大し始めることになった。こうした第三次産業化を職業構成の変貌から見
直すと，製造業などの生産部門まで咄蔽いつつあるサービス経済化の方が
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より顕著なことが分かる。その反面，こうしたサービス経済や第三次産業
はとくに先進国への依存が残された分野でもあるが，とりわけ80年代後半
から顕著になってきているサービス経済化や第三次産業化にはこれまでの
限界を超える動きも含まれているに相違ない。
このような就業構造の変化を女性比率の変動からも糸た。就業者中の女
性比率は，前述した雇用比率の上昇ほどではないが，一貫した上昇を示し
ている。それも製造業によってリードされているが，ここでも転換点以後，
その上昇テンポが鈍ってきており，代って金融・保険業や商業などの多く
の産業での女性化がいちじるしくなってきている。さらに，ここでは産業
別年齢構成の分析は省略したが，労働力人口全体の年齢構成を考察すると，
さすがに部分的には高齢化もふられる。しかし，労働力の３分の２は40歳
未満の青壮年層によって占められており，ＮＩＥＳらしい労働力構成の若さ
を表わしている。このことは，今後の大きな潜在成長力の存在の証してあ
り，こうした若い労働力人口がいかに活用されるかが今後の最大の課題と
なるだろう。
最後に，産業別に賃金構造と就業者１人当りの生産所得構造の変化を考
察した。まず産業別賃金構造は平均月収earningsでふたに止まるが，製
造業あるいは建設業を最低とする賃金格差は，転換点後，全体とすれば縮
小しつつある，とゑてよい。しかし80年代後半に入ると，鉱業・採石業な
どと電気・ガス・水道業や金融・保険業などの間で拡大している面も見落
せない。とくに注目されるのは，就業者あたりの生産所得の格差が全体と
して拡大しつつあることである。というのは，電力・ガス・水道業の突出
した優位が強化されてきている反面，農林水産業を始め，建設業や商業の
劣位がますます深刻化してきているからである。他面で賃金格差は全体と
して縮小する傾向があるわけだから，建設業を始め，商業や製造業などで
は利潤形成が危機的な状況に立ち至っている企業も多いことが危ぶまれ
る。小農などの家族経営は，理論上利潤の形成は期待できないが，賃金相
当部分さえ十分には取得できないような状態に陥っているのではないだろ
台湾の経済発展と労働経済のダイナミックス２４５
うか。
開発独裁体制からの転換
これでは，’１民生主義〃目標の大きな部分が揺がされている，といわざ
るをえない。もちろん，冒頭でも触れたように中間階層も肥大化してきて
おり，多くの雇用労働者もそれに含まれてきているだろう（劉，８７，西村，
82，日本労働協会，８７)。だが，それと同時にこうした格差拡大のほかに，
就業・雇用の伸びも鈍り，構造失業も増大してきているのである。それは，
韓国などの後を追って近年にわかに急増しつつある資本の海外進出も含め
て外需依存に偏向し，Ｉ－Ｓギャップが拡大するだけでなく，内需転換が
進まず，産業構造上も，前述の電力・ガス・水道業も含めた政府系企業の
優位や金融・不動産業ばかりが肥大化し，製造業の高付加価値化などが１１項
調に進展せず，農業などが疲弊しつつある現状を如実に反映しているので
はないか。
すでにみた不当解雇や賃金未払いや労災補優などの手当要求などをめぐ
って激発しつつある労働争議の動向は，一面はそれだけ労I動運動の事実上
の自由化が進んだ反映でもあるにしろ，他面では開発独裁のディレンマの
深刻化と「権威主義体制」の根底からの動揺をも表わしているのだろう。
これが冒頭でも触れた最近の諸改革の背後関係であるが，とくに最近目
立つのは，就任２年目に入った李登輝総統の対日戦略を始めとする東南ア
ジア外交の積極化である。それとⅢ均富の社会づくり〃がいかに関係を持
つのかは，今少し時間をかけて観察して承なければならないだろう。
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